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〈書 評〉
田中義英著 「農 業 会 計 学 」*
古 賀 実
本書 の中心的性格 を一言 に して述べれば,企 業会 計 の原 理 ・原則 の中に農業会計 の位
置ずけ を した所 にあ る。即 ち,著 者は本書 におい て会計学 の原理 ・原則 を概論 し,そ の
中に農 業会計 は如 何に取 り扱われ るべ きか,特 に本 邦の農 業会計 を如 何に取 り扱 うべ き
か を述べ てい る。会計学 の原理 ・原則 の中で学 者間 に説 の岐れ る個所 には通説を 記す る
ことを忘 れ られ てお らず,叉 折 に触れ,著 者 の見解 を述べ てい る。そ して著者 は,企 業
会 計を一定 の方式 に よ り計数 的に管理す る 科学 と しての 会計学 を一貫 して 堅持 してお
り,こ の点第一 次世 界大戦後 の ドイ ツにお いて経営 経済学(Betriebswirtschaftslehre)
の一部 門 と して成立 した 経営 計算学(Betriebsrechnungswesen)と基 本的見解 を同 じ
よ うに してい るよ うであ る。経 営計算学 は シ ュマー レンバ ッハのい うよ うに,商 業簿記
と経営 簿記 とか ら構成 され てお り,従 って,そ こには,財 務会計 と管理会 計 との不 可分
な連繋が存 す る ことにな る。 蓋 し,企 業 の合理化,改 善 のためには 不可欠 の要素 であ
る。
企業 に対 す る会計学上 の観点は,こ れ を資 本主理 論(Proprietarytheory)と企業実
体理論(Entity七heory)との二 つに分け る ことがで きるが,前 者は,企 業 の所 有者 の
立場に立 った考え方 を示 し,後 者は資本 と経営 との分離 の思 想基盤 に立つ見方 であ る。
そ こで農 業に対 しては どち らの理 論を採 るべ きかの問題で あるが,著 者は,発 生史的 に
は資本 主理 論が先行 し,今 日で も依然 牢乎 と して存在 は してい るが,教 育文化 の向上 に
伴い,最 近 では農業経営 とい うことが学 問上 に も実際上 に も台頭 して来 て,農 業 も漸 次
企業実 体理論に拠 る取 扱い方 の方 に傾 きつつ あ る状況で あ ると述べ てい る。蓋 し,自 然
且つ必 然的 な発 展形態 で あ り,否 定 で きない事実であ る。ただ,本 邦農 家の実際 は,依
然経営 と家計 との分 離が行 なわれ てい ない小農 形態 が大部分 を 占め てお るために,企 業
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実体理論による会計処理は,一 般的には無理な点も少からず,資本主理論による取 り扱
いに向いている面の存することも否定できない。著者もこの点を認め,要 領よく概説さ
れている。惟 うに,家族労働を基幹として営まれる農家の多い本邦農家の実状を考える
ときに,資本主理論による取り扱いを捨て切ることは.まだ当分はできないと思 う。し
かし,本邦農業者の経営者意識の向上は,生産の向上,農 家経済の改善のために必要な
ことであ り,この意味で企業実体説による会計処理法の訓練は必要であろうと思 う次第
である。ただ現時点においては,例 えば家族労働を基幹として営まれる農家において,
戸主がその扶養家族に対する賃金或は賃金として見積まれる収益からの控除分(家計費
又は経営引出金として)は,資 本主理論によれば,会 計学上の本来の意味における費用
とは考えられないから,家計費として収益から控除する訳にはいかないであろう。つま
り,資本主理論では,企 業主と企業自体とを一体とみなされるか ら,家族への賃金計上
は,理論上は企業内部の受渡と考へ られ,企 業外への支出とはみなされ得ないからであ
る。他方,こ れを企業実体説の立場からすれば,企 業自体と企業の所有者とは別箇独立
の存在であるから,家族への賃金は営業費とみなされなければならないのである。本書
はこの辺まで堀り下げてはいないが,本 邦農業を主たる対象として展開される農業会計
学であれば,こ の両理論をこの辺まで堀 り下げて所見を述べて貰っていたら,一層滋味
深いものとなったであろうと思う次第である。資本主理論と企業実体理論の展開は,こ
の外に,貸 借対照表価額(特に短期の実現価値),企業の所有権と債権との関係,減価
償却と資本維持との関係等の問題について農業会計上にも有益にして興味深い叙述がで
き上るであろう。
次に,農業実務に関係深くて著者の理論が浮き彫 りにされている若干の事柄について
述べたい。その一は,家畜や果樹などが充分な生産年令に達せず,一方的に費用投下を
必要とする期間における育成費の算定に関し家族労働の価値算入についての取扱いであ
る。所得税法第57条によって青色申告による場合経営主以外の家族専従者は支給 した
現物や賃金等の給与(青色専従者給与)は これを必要経費に算入することが認められて
いるが,この場合,育 成資産の増殖額に計上する場合の相手勘定になるものの性格につ
いて著者は,こ の種の取引は,企業会計原則の上から見て,損益取引として扱われるべ
きでなく,現金投資の代りに家族労働によって行なわれた新たな追加投資であり,即ち
資本取引であり,従 って育成資産の増殖額の相方勘定になる貸方科目は,収 益勘定で
はな く,資本勘定であり,資本剰余金と解されねばならない,(108-109頁)と述べてい
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る。そ して次の仕訳 を示 してい る。
(借)育 成 資 産 ××(貸)家 族 労働投 資 ×x
惟 うに,こ の種 の家族 労働 は,そ れ に よ る価額 の増加 とい う形 を とって資 本化 され た
もの と考 へ るべ きであろ うg米 国 の著 名 なる 会計学 者W・A・ ペ ィ トン博士 は,こ の
よ うな状 況を 「資本へ の帰一」(returntocapital)と評 して,閉 鎗企業 の役員の役務
に よる貢献 に対 して支 払われ た報酬 に対 し課税 す る場合の根 拠 とな る もの と言 ってい る
が,閉 鋪企業の家族 労働 農家 の家族 労働 に よる資産 価額増大 に対 す る課税問題 につい て
示唆す る所 が あ る。
(りん ぼ く)
尚,桑 樹や果樹,な いし林木等の育成期においてあげられる生産物の収益について,
これを育成費から控除 して処理すべきか,或 は別箇に収益勘定に計上 して処理すべきか
の問題については,著 者は,理論的には前者の処理法が当を得ているとし,その理由と
して,投下資本の利子を原価に計上 してみようとするような場合には,育成期にあげら
れた収益部分を,原価に含ませてはならないからであるとする。しかし実務上の難点と
しては,場合によっては 面倒な手数を要することがあることを 挙げられている。(110
頁参照)こ こに上掲の後者の処理法がまさっている面が生 じてくるとする。即ち,成 園
と未成園との区別なくすべての収穫物を収益として計上 し,育成期の投下費用全額をも
ってその果樹園の育成原価として取扱 うことができるとする。惟 うに,こ の方法が本邦
農家の実状に適したものではあるまいか。
その二は,養 難群勘定の処理法として,集団を単位にして廃難処分に附する更新方法
(allinalloutmethod)であるところの除却法(Retirementmethod)と廃棄処分
(除却処分)を 受ける成難集団と,そ の補給源としての育難集団とに分けて処理する個
別更新方式であるところの取替法(Replacementmethod)とがあるが,このいずれの
場合でも,養難群の集団規模に変動があるような場合には,資産の増加部分に対する投
下費用は,資 本的支出であ り,その減少部分の中には,資 産の減少部分と資産の処分損
益との双方が含まれ,一種 の混合勘定になり,交換取引によるものであるから,これを
損益取引として処理することは,会 計学上 誤っていることを 指摘されていることであ
る。即ち,資産の増加部分は 育成養難群の産卵率が50%に達した場合の育成原価で資
産に計上され,廃 難処分に附された 売上収入は産卵率50%を基準にして算定された1
羽当りの資産原価から差 し引かれ,そ の残額は廃難処分損益勘定に移されて,会計学上
資本損失(Capital]oss)もしくは資本利得(Capitalgain)として取扱われるべきで,
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利益剰余金勘定で処理されなければならないことを注意されている。
又,これに関連し,集団を単位にした養難群勘定の処理に当って,そ の育成費をすべ
て費用勘定で処理し,期末においてこれを次期に繰 り越す場合には,成難一羽当りの期
末時価を見積 り,これを当期の収益に計上するとともに,前払費用として資産勘定に計
上 し,これを次期に繰り越す方法が実務上しばしば行なわれていることの問題がある。
この処理方法に対 し著者は,固定資産としての養難群勘定がこの方法によると,ともす
れば単なる費用の流れとみなされて,つ いには,資産勘定からその姿を消して了 うこと
にもなるのであり,又この種資産は見方によれば前払費用として理解することもできる
が,対 外的には,支払資産として重要な意味をもつものであるから,それらを,お しな
べて費用性だけで捉えてしまうことはできないと述べている。惟 うに,これ らの著者の
注意点は実務家に対 し再思三考の余地を提供するものであろう。
その三は,所得税法第41条および同法施行令第88条の規定する所で,農 産物を収穫
した時点をもつて,収益認識の基準とする生産基準,即 ち収穫基準(Cropbasis)につ
いて,著者は,「価格が安定 していて,販 売について格別な不安がない場合に利用され
る,いわば1種の便法に過ぎず,未実現利益を収益に計上 したことに相違はない。した
がって,この矛盾を避けて理論どおりに処理するためには,生産時点の時価で収益に計
上する代りに,原価を基準にして,次期繰越資産に計上するとともに,その部分を,費
用諸勘定から控除 して 処理する方法をとらなければならない。」(148-149頁)と述べて
おられるが,このような場合には,未実現利益の概念に固執する要はないと考える。な
ぜならば,元来,未 実現利益の概念は発生主義会計のうち利益の実現の時について実現
主義の観念をもって発生主義会計の部分的補充として入 り来っているものであると考え
るべきで,通常期間損益によって律することの困難な利益までも実現主義によって規整
しようとするものではないのであって,例 えば,企 業会計原則注解3の ω に 規定され
ている長期の未完成請負工事に収益を工事の進行度に従って適正に利益を見積 り計上す
ることを認める工事進行基準などは,収益の計上を実現主義に従わず発生主義に従って
いることなどは端的な一・つの例証であろう。また実費補償契約の場合,注文生産の場合
などで,収益の実現が確実に予定せ られる場合には,それを見越 して発生主義,換言す
ればこの場合,生産主義によって収益を計上することも認められているのである。若し
一切 の未実現利益の計上を 不可とするのであれば,W・A・ ペイ トン博士も言 うよう
に,一 切の見越勘定を否定することに通ずるように思うのである。従って価格が十分安
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定 していて,販 売について不安のない農産物や公定価格制の下にある農産物について
は,生産高を公定価格か ら逆算して,販売に先立って収益を計上する収穫基準に従って
差 し支えないと考える次第である。著者も,実現主義は発生主義の下位概念であり,生
産基準 も販売基準がそのまま適用できないような場合に用いられる,特殊な収益認識で
しかないと述べておられ,一 般理論としては筆者と同一見解に立っておられるようであ
る。
次に,個別経営の区分損益計算書として極めて合理的な雛型を提示されているのは注
視に値する。それは下記のとおりである。(158頁参照)
個別経営の区分損益計算 書
費用別農業経営費
(一般管理費を含む)
経 営 純 利 益
× × ×
× × ×
× × ×
営 業 費 用
農 業 純 利 益
× ×X
× × ×
× × ×
農 外 費 用
農 家 所 得
× × ×
× ×X
× × 又
引 出 金
農 家経 済 余 剰
× × ×
× × ×
× × ×
科 目 別 収 益
経 営 純 利 益
兼 業 収 益
農 業 純 利 益
農 外 収 益
農 家 所 得
…?
× × ×
X× ×
× × ×
× × ×
× × ×
X× ×
× × ×
× × ×
/!/〆
× × ×
上記区分損益計算書の提示について,薯者は,個 別経営には消費経済部門が結合して
いることを考慮されており,次のように説明されている。 「個別経営のなかには,概ね
多数の収益部門をもつのが普通であるが,それ らのいずれの部門についても,一 々部門
損益計算を行なうことは,事 実問題として非常な困難がある。 したがって この場合に
も,科目別収益に対応するものは,当該会計期間に所属する科目別総費用だといわなけ
ればならない。但 し,経営のなかの主要部門,た とえば養畜部門とか果樹部門,な いし
は稲作部門などについては,で きるだけ部門別費用と部門別収益とを対応させて示す工
夫が必要であろう。」そして,経 営損益と経営外損益とは,こ れを区別して示すべきこ
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とを注意されている。惟 うに,損益計算書は農業者の経営分析をする場合に最も重要な
資料になるものであることを考へ,著 者の提示されている上記形式の区分損益計算書の
意義は決して少くない。
管理会計面については,経営比較に力点がおかれているが,農 業の管理会計の概論と
しても要領よくまとまっている。以下農業者に参考になると思われる事柄の二三の論点
を簡単に紹介したい。その一は,通常企業会計において経営の最高次元に立つ能率指標
と考えられている資本収益率は本邦農家の実状に鑑みて基本的な障害があり,これに代
るものとして,純利益そのものの大さを作付延面積当り,もしくは単位労働当りに換算
した値で比較する方がより適切であろうとの論である。(172-173頁参照)そ の二は,今
後にとりあげられなければならない問題として,法人企業を除 く農家所得の構成比,農
業所得のなかの部門別収益と経営費との構成比率,経営費のなかでの固定費と変動費,
および自給費と贈入費等の構成率,減価償却費比率,な いしは総支出のなかの経営費と
家計費比率,そ の他経営の損益に関係ある各種の生産技術的,並 びに労働能率に関する
係数などがあげられていることである。第三に,農業経営の比較基準になる標準値を求
める方法として二つを挙げており,その1つは,不断に経営形態別,経営規模別に,標
準的な経営について,過去の実績計算を行ない,そ の結果を利用することであり,いま
1つは,試算比較法,線 型計画法,投 入 ・産出分析法など将来予想される可能的な標準
値を設定し,これを比較基準値に利用する方法を挙げられている点である。
農業経営者の勉強にも役立つ所少 くない農業会計学概論書として推奨できる。総頁数
230頁。明文書房発行。価格900円。著者は静岡大学農学部教授,農 学博士。簿記会計
に関する著書としては本書のほかに 「入門複式農業簿記」「複式農業簿記」(いずれも明
文書房発行)な どがある。
